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2010現業統一闘争
16項目の要求書を提出 － 基準日は10月29日に
　市従は28日、市側と団体交渉を行い「2010自治労現業統一闘争に関する要求書」を提出、10月29日の全国統一闘争基準日にむけた2010現業統一闘争をスタートさせた。自治労は、この間の取り組みの成果と総括のうえに立ち2010現業・公企統一闘争の基本的な目標を「職の確立と市民との連携による、自治体の責任に基づいた質の高い公共サービスの確立」として推進をはかっていくとともに基準日を10月29日に設定した。市従は自治労の基本目標にもとづき個別具体16項目の要求について申し入れを行った。
　▲ 要求書を手渡す、石子雅章・執行委員長（右）
交渉で市従は冒頭、国・自治体における財政難を理由とした現業職場への厳しい合理化圧力、これまでの構造改革による行き過ぎた規制改革によって公共サービスが危機的な状況に陥り市民の安心と安全が脅かされていることに「『質の高い公共サービス』の再構築が喫緊の課題として求められている」と強調、また、大阪市の「市政改革マニフェスト」や「経費削減の取組について」などでさらなる事務事業の見直しや総人件費の削減が進められてきている現状について「効率・コスト論のみに視点をあてた『改革』ではなく、地域住民の基礎自治体としての役割を果たすための『市政改革』でなければならない」と指摘した。
　また、現業労働者が「現場力」を発揮するなかで、行政としてのインターフェースの役割を果たし、市民要望を適確にとらえ、政策情報として市政に反映することが施策の充実・改善につながるものであることから「直営体制を基本とした市民参加・協働による施策・事業の実施など、市民のための分権自治体改革の推進にむけた取り組みを進めていくことが何よりも重要」との基本認識を示したうえで、要求項目の重点課題について市側に要請した。
　将来にわたり、地域・市民が求める安定した行政サービスを提供するための業務執行体制を確立することが行政に課せられた義務であることから、早期の採用凍結解除と新規要員の採用を行うよう要請した。
　人事評価制度については、個々人の資質向上と組織の活性化をはかるための制度運用が必要であること、また人事考課による給与反映にあたっては、労使合意を基本として十分な交渉と協議を行うこと、所属間人事交流については、人材育成・組織の活性化につながる人事交流となるよう庁内公募の充実とともに要綱との整合性を含め検証を行うよう要請した。
　現業職場事業所等連絡会議の体制充実・機能強化については、24行政区すべてにおいて同会議の体制確立ができていないことから引き続き取り組みの強化が必要であること、また区・事業所・地域間の連携にむけ、各区における現業職域の体制充実とあわせて取り組みの充実をはかるよう求めた。
　現業管理体制の充実・強化および今後の現業職場の確立にむけた技能職員のあり方などの議論は、現業管理体制を基軸とした時代に見合った業務執行体制の確立とあわせ一体的な検討・協議を行うことが重要であること、地公法・市条例に規定されている「単純労務」規定問題が現場実態と乖離している状況を分析・検証すること、権限問題や裁量権の拡大にむけ現業管理体制協議会等の場において労使による十分な協議を行うことなどを強く要請した。
　行政職への任用替えについては、今後の事業担当主事への転任選考試験における対象所属の考え方、任用替えのあり方、事業担当主事の行政職３級昇格の受験対象となるための所属推薦のあり方の検討について、市側の考えを
明らかにするよう求めた。
　業務実態にもとづく適正な要員配置については、組合員が大阪市に働く職員として自覚と責任、誇りを持って働けるよう、配置にあたっては市側責任において組合員の意向を十分反映できる適正な要員配置となるよう強く求めるとともに「新たな市政改革」を取り組むうえで、地域・市民・行政が一体となった地方分権時代に相応しい「地域主権確立」のための「業務実態にもとづく適正な要員配置」の考え方について、市側の考えをただした。
　労働安全衛生体制の充実・強化については、ヒヤリ・ハットの事例の報告と分析、情報の共有化など積極的な取り組みを進めるとともに、各所属における安全管理の手順書等の遵守と再点検についての進捗状況、また労働安全衛生連絡会議を有効に活用し、所属の枠を超えた相互巡視の検討と同会議の充実・強化の観点に立った枠の拡大について市側の対応を求めた。
　また、心の健康づくり対策は、いまだ休職等の事例が増加傾向にあることからセルフケア・ラインケア研修に加え、階層別研修の内容充実にむけ協議・検討をはかるよう要請、さらに炎天下における現場作業の熱中症対策についても市側の積極的な対応を求めた。
　これらの要請に対し市側は「現業職員の皆さまが市政の円滑な運営のために果たしてこられた役割と実績については十分認識しており感謝申し上げる」としたうえで、所属間人事交流について「効果的な人材育成と、いっそうの職場の活性化につながるものとなるよう庁内公募のあり方を含め具体的に検討する」、事業担当主事の考え方と任用替えについては「制度は来年度以降も継続して実施するが、転任制度は35歳以下の受験対象者が年々減少していることから、事業担当主事補への職種変更選考について対象所属の拡大を行うなど、さらなる転任制度の拡充にむけ検討を進める」、事業担当主事の行政職３級昇格については「関係先とも協議のうえ、指摘の点もふまえ積極的に検討していきたい」と答えた。
　業務実態にもとづく適正な要員配置の考え方については「職制が主体性を持って判断すべき管理運営事項」としたうえで「（仮称）『新しい大阪市をつくる市政改革基本方針（素案）』にもとづき施策を進め『現業職場事業所等連絡会議』を活用した区役所・事業所との連携強化を含め、市政改革の新たな考え方である『地域から市政を変える』取り組みに繋がるよう推進していくとともに『技能職員の今後の業務のあり方に関する意見交換会』の活用もはかりながら、技能職員の知識・技能・経験を有効に市政へ活かしていくという視点からも引き続き組合と十分な意見交換を行う。また具体の業務執行体制の構築を職制責任のもと行い、そのうえで各所属の方針が決定し、将来、勤務労働条件の変更が生じることが想定される場合については意見交換を行い、具体に勤務労働条件の変更が生じる場合には十分な交渉・協議が必要であると認識しており、総務局として具体の交渉については各所属に委任していきたい。全市的な対応の必要が生じた場合には総務局－本部間で交渉を行うなど、これまでの考え方にもとづき対処していく」などと答えた。
　労働安全衛生については、所属内における事業所間の相互巡視について引き続き実施、所属間の相互巡視ならびに労働安全衛生連絡会議の有効活用にむけた具体の方策の検討、ヒヤリ・ハット報告の取り組みについて引き続き実施、熱中症対策については今後も必要に応じて災害発生の未然防止にむけ取り組む、こころの健康管理については各職場における早期の適切な対応が重要視されることから、管理監督者に対するラインケア研修の強化を含めて具体の取り組みを検討、定期健康診断の受診結果にもとづく保健指導については各事業の実施状況等を検証しながら引き続き取り組むなどと回答した。
　これに対し市従は、行政職への任用替えについて、事業担当主事補期間を含めた都度の検証とともに、新たな市政改革の整合性について十分に分析・検討していく必要があることから、引き続き労使による意見交換を行うよう求めた。また事業担当主事の行政職３級昇格にかかる考え方について、今後、十分な検討を行うよう再度、強く要請した。
　業務実態にもとづく適正な要員配置について、市側が「職制が主体性を持って判断すべき管理運営事項」と述べたことに対し「円滑な市政運営は現場組合員の努力によって成し得ているものであり、決して職制による判断だけで多種・多様化する市民要望に応え得るものではない」と言及、そのことを十分に認識したうえで適正な要員配置の検討を行うよう強く要請した。また要員配置の具体の交渉にかかわり「各所属の方針が決定し、将来、勤務労働条件の変更が生じることが想定される場合については意見交換を行い、具体に勤務労働条件の変更が生じる場合には十分な交渉・協議が必要であると認識しており、総務局として具体の交渉については各所属に委任していきたい」と市側が答えたことに対し「各所属での方針決定過程から十分な意見交換を行い、意思疎通をはかることが重要」と指摘したうえで再度、市側の認識をただした。
　熱中症対策については今夏における各所属の実態把握に努めデータ提示するよう重ねて要請、職場の安全対策については「労働安全衛生連絡会議」や「大阪市職員安全衛生常任委員会」を具体協議の場として有効活用するよう求めた。
　市側は、要員配置にかかる所属－支部間における業務執行体制の構築にかかる意見交換について「本日以降、各所属へ交渉委任する際には指摘のあった趣旨を十分ふまえ対処していきたい」、職場労働安全衛生の充実・強化にむけた具体の取り組みについては「『労働安全衛生管理体制協議会』の場で具体協議をはかっていきたい」と答えた。
最後に市従は、市側として今後、誠意を持って回答するようあらためて強く要請するとともに、誠意ある回答が示されない場合は、ストライキを配置してたたかう決意であることを表明した。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　市従発第３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　2010年９月28日
大阪市長　平松　邦夫　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　大阪市従業員労働組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　執行委員長　石子 雅章
2010自治労現業統一闘争に関する要求書

自治労は、2010現業・公企統一闘争を産別統一闘争として確固たるものとするため、「職の確立と市民との連携による、自治体責任に基づいた質の高い公共サービスの確立」を基本目標に掲げ、個別の具体取り組み指標を設定し、地域公共サービスを確立する闘争としての位置づけを明確にしながら、全国で取り組み体制の強化を図ることとしています。
また、自治労現業評価委員会の「最終報告」の提言内容を自治労運動に反映・具体化する取り組みを進め、地方公務員法第57条の「単純労務」規定問題について、現場実態と乖離している現状など、現業労働者の直面する諸問題の課題整理と運動の具体化への提言をとりまとめるため具体的な検討を行い、検討結果に基づいた課題ごとの報告書がとりまとめられました。今後、自治労現業評議会として現業運動の具体的推進のための行動計画である「アクションプラン」を策定し、より一層の現業職場活性化運動を推進することとしています。
一方、日本の社会経済は、これまでの市場原理主義政策による構造改革路線に基づいた「規制改革」の名のもとに労働市場に競争原理が持ち込まれ、その結果、雇用構造は激変し、労働環境の悪化とともに不安定雇用の拡大、低賃金労働の増大など、負の側面が拡大し、地域社会に深刻な「格差」が生じています。
また、公共サービス部門においては、徹底したアウトソーシングが強行され、社会保障制度は危機的な状況に陥り、市民の安心・安全が脅かされてきています。今後、安心と信頼の社会的セーフティネットを確立するための「質の高い公共サービス」の再構築が喫緊の課題として求められています。
大阪市では、2006年度以降、「市政改革マニフェスト」に基づく当面５年間の採用凍結に加え、「大阪市の公共サービスの実施にかかる民間活用の基本的な考え方」や「経費削減の取組について」などが示され、さらなる事務事業の見直しと総人件費の削減が進められてきています。
また、大阪市市政改革検討委員会における「新たな市政改革の基本的考え方（案）」に基づき、2010年２月には、「新たな市政改革の骨子（案）」がとりまとめられ、今秋には、「新たな市政改革（素案）」が公表される状況にありますが、その一方で、これまで実施されてきている「事業仕分け」については、コストを重視した議論展開が多く見られ、市民の視点に立った公共サービスの本質について十分に議論・検討がなされているのか疑念を抱くところです。
私たち市従は、行財政のみに視点をあてた簡素・効率化のコスト論を優先した市政改革ではなく、地方分権時代における「地域主権確立」に向け、公共性や行政の役割と責任を明確にした地域住民の基礎自治体としての役割を果たすための市政改革を求めながら、市民・利用者の視点にたった「質の高い公共サービス」の提供と「職の確立」を図るために組織総力を挙げて現業職場活性化運動を推進してきています。
今日、多様化する市民ニーズへの対応と地域社会が必要とする「質の高い公共サービス」を提供するために、行政現場の第一線で地域と密着している技能職員が日常的に市民要望を政策情報として収集し、市政に反映していくことが不可欠です。今後、時代に見合った業務執行体制を確立するための現業職場のあり方について十分に組織討議を行い、これまで現業職員が地域・各現場で果たしてきた実績を活かし、新たな役割を創出すべく、現業職場の確立を図る取り組みを推進してきているところです。
そのうえで、今後の事業実施については、引き続き、直営体制を基本とした市民参加・協働による施策の実施など、分権自治体改革の推進に向けた「市政改革」となるよう強く要請するとともに、下記の内容について申し入れますので、大阪市として誠意をもって対応されるよう要求します。
記
１．自治・分権・参加を基本に、市民の基礎自治体として責任を明確にし、住民生活に欠かすことのできない廃棄物・都市環境整備・社会福祉・病院などの業務は直営を基本としつつ、質の高い公共サービス提供体制の確立に向けた必要な要員を確保すること。
２．多種・多様化する市民ニーズに対応し、質の高い公共サービスを提供するため、技能職員が培ってきた技術・技能・経験を継承しながら、一層の能力向上に向けて現場実態に応じた研修体制の充実を図るとともに必要な予算を確保すること。
３．人事評価制度については公平・公正性、透明性、客観性、納得性を確保し、評価者・被評価者間における認識の共有化と人材育成としての制度を十分に理解できるよう継続した研修などの実施・充実を図ること。また、常に評価項目及び着眼点については、業務実態に応じたものとなるよう検証と改善を行うこと。
４．人事考課制度に基づく給与反映については、組合員の「働きがい・やりがい」の観点も踏まえた制度とすること。
５．技能職員の所属間人事交流については、人材育成と職場活性化の観点から、制度趣旨に基づいた実施となるよう都度の検証を行い、庁内公募のあり方も含め、実施方法の充実を図るとともに要綱との整合性を検証すること。
６．公共サービスの水準の維持・向上を図るため、「業務検討委員会（仮称）」を設置し、現行の業務内容の検証を行い、技能職員の技術・技能の継承と「職の確立」のための作業マニュアルの作成に向けた検討を行うこと。
７．各現場における技能職員の実践を踏まえ、将来にわたって地域・市民に必要とされる現業職域の体制確立と行政の企画・立案部門に参画する業務執行体制の検討を行うこと。
８．地域・市民ニーズに即した事業の企画・立案と各区、各事業所間の連携による市民協働の推進に向け、「現業職場事業所等連絡会議」の体制充実及び機能強化を図ること。また、区・事業所・地域の有機的な連携を可能とするために区における現業職域の体制充実を図ること。
９．現業管理体制のさらなる充実・強化とともに、業務内容の変化に伴う仕事の質の多様化に対応した主任配置となるよう「現業管理体制協議会」において検討を行うこと。
10．現業職場の確立に向けた、技能職員のあり方及び、事業所のあり方について労使による十分な検討を行うこと。
11．市民生活と密接に関わる現業職場における「質の高い公共サービス」の提供に向けた任用替えの必要性およびあり方について検証を行うとともに事業担当主事の昇任・昇格等の課題について協議を行うこと。
12．労使関係については、労使自治の原則のもと、これまでの労使交渉のあり方を尊重すること。
13．男女共同参画社会の実現に向けて市の施策を着実に実行するとともに、職業生活と家庭生活の両立支援策について実効ある制度とすること。
14．業務実態に基づく適正な要員配置を行うとともに、経営形態及び業務の見直しに伴う組合員の勤務労働条件の変更については、労使合意を基本に十分な交渉・協議を行うこと。また、非正規職員については定数化し、正規職員とすること。
15．賃金・労働条件をはじめ、あらゆる差別を撤廃し、大阪市として主体的に現業労働者の生活と地位の向上を図る体制を構築すること。また、大阪市に働く全ての職員の勤務労働条件の改善を図ること。
16．すべての公務災害･職業病を一掃するという強い決意を持って労働安全衛生管理体制の充実･強化を図ること。また、「心の健康づくり指針」に基づき、職員の心の健康に関して保持増進に努めるとともにより効果的な取り組みを進めること。
以　　　上


以下、団交文
組　合
本日は、2010自治労現業統一闘争に関する要求について申し入れを行ってまいりたい。
自治労は2010現業・公企統一闘争を産別闘争としての位置づけを確固たるものとするため「職の確立と市民との連携による自治体責任に基づいた質の高い公共サービスの確立」を基本目標に掲げ、地域公共サービスを確立するための取り組みを進め、現業・公企職場の直営堅持に向け、全国統一闘争として体制の強化を図ることとしている。
市従としてこうした自治労の基本目標に基づき、個別具体の16項目の要求について申し入れを行ってまいりたい。
近年、私たち自治体に働く現業労働者をめぐる状況は、国をはじめ、各自治体における財政難を理由とした公務員人件費削減の圧力がますます強まり、現業職場を標的にした厳しい合理化圧力がかけられてきている。
一方、これまで日本社会を席巻してきた市場原理主義政策による構造改革路線は、行き過ぎた「規制改革」を労働市場に持ち込み、あらゆる分野で競争原理中心の疲弊した社会へと変貌させ、その結果、日本の社会・経済は負の側面が拡大するとともに、地域社会に深刻な「格差」を生じさせてきている。
さらに、公共サービス部門においても、コスト重視の徹底したアウトソーシングが強行され、自治体責任として提供すべき公共サービスは、危機的な状況に陥り、市民の安心・安全は脅かされてきている。
今後、地域・社会が必要とする安心と信頼、責任ある「質の高い公共サービス」の再構築が喫緊の課題として求められている。
大阪市においては、2006年度以降、「市政改革マニフェスト」に基づく採用凍結に加え、「大阪市における公共サービスの実施にかかる民間活用の基本的な考え方」や「経費削減の取組について」が示され、さらなる事務事業の見直しと総人件費の削減が進められてきている。
また、大阪市市政改革検討委員会における「新たな市政改革の基本的考え方（案）」に基づき、今秋には、「新たな市政改革（素案）」が公表される状況にあると聞き及んでいるところである。
これまでも機会あるごとに指摘をしてきているが、私たち市従は、効率・コスト論のみに視点をあてた「改革」ではなく、地域住民の基礎自治体としての役割を果たすための「市政改革」でなければならないと考える。
市従は、真の地方分権のあるべき姿をめざした「地域主権確立」に向け、市民・利用者の視点に立った「質の高い公共サービス」の提供と「職の確立」を図るために組織の総力を挙げて「現業職場活性化運動」を推進してきているところである。
今日、地域・市民が必要としている「質の高い公共サービス」は、市政現場の第一線職員として直接、サービス提供を行う現業労働者が「現場力」を発揮する中で、行政としてのインターフェースの役割を果たし、市民要望を適確に捉え、政策情報として市政に反映することが施策の充実・改善に繋がるものであると確信している。
そのためにも直営体制を基本とした市民参加・協働による施策・事業の実施など、市民のための分権自治体改革の推進に向けた取り組みを進めていくことが何よりも重要であると考えているところである。
こうした市従としての基本認識のうえに立って要求内容のいくつかの点について要請しておきたい。
まず、市民の基礎自治体として、住民生活に欠かすことのできない廃棄物・都市環境整備・社会福祉・病院などの事業について、行政として責任ある事業運営を行っていくためには、地域密着型の行政運営が必要不可欠である。
今後も直営を基本とした事業運営のもと、将来にわたって地域・市民が求める安定した行政サービスを提供するための業務執行体制を確立することが行政に課せられた義務であると考える。
しかし、この間の長期にわたる「採用凍結」は、職場で蓄積された「質の高い公共サービス」を提供していくためのノウハウを次世代へ継承することができず、その時々の時代に求められる「質の高い公共サービス」の提供に大きな影響を及ぼすものであると危惧するところである。
　今後、地域・市民の安心と安全を担保するための公共サービス提供体制を確立するための必要な要員を確保することは、大都市である大阪市特有の都市構造を支える重要な人事施策であると考える。そのためにも早期の採用凍結解除と新規要員の採用を行うよう要請しておきたい。
次に、人事評価制度について、これまで労使で問題点、課題の把握を行いながら、より良い制度となるよう充実・改善に向け協議を行ってきたところである。
今後、引き続き、「公平・公正性、透明性、客観性、納得性」を確保するとともに人材育成を主眼として、個々人の資質向上と組織の活性化を図るための制度運用が必要である。さらに、業務実態に応じた評価項目・着眼点を常に検証し、必要に応じて改善を図るとともに、あわせて、評価者・被評価者間における認識の共有化が醸成できるよう継続した研修等の実施を行うよう求めておく。
また、人事考課による給与反映にあたっても組合員の「働きがい・やりがい」に繋がるよう、より一層の制度充実と工夫が必要であり、今後も十分な検証と改善を行うとともに、あくまで給与反映は労使合意が基本であり十分に交渉・協議を行うよう要請しておきたい。
次に、所属間人事交流について、一昨年度より実施されてきている庁内公募の充実とともに制度趣旨に基づく人材育成・組織の活性化に繋がる人事交流となるよう要綱との整合性を含め検証を行うよう要請しておく。
次に、今後の「新たな市政改革」における市民協働の推進に向けた「現業職場事業所等連絡会議」の体制充実・機能強化及び、区・事業所・地域の有機的な連携を可能とするための区における現業職域の体制充実についてである。
昨年来の労使による協議の結果、「現業職場事業所等連絡会議」の運営体制について実態に応じた「要綱」が一定整備されてきたところであるが、24行政区全てにおいて体制確立ができておらず、引き続き取り組みの強化が必要であると考える。
今後の「新たな市政改革」の取り組みにおける区・事業所・地域間の連携に向けた「現業職場事業所等連絡会議」の果たす役割は重要であり、各区における現業職域の体制充実とあわせて取り組みの充実を図るよう求めておく。
さらに、現業管理体制の更なる充実・強化及び、今後の現業職場の確立に向けた技能職員のあり方、事業所のあり方についてであるが、こうした議論は、現業管理体制を基軸とした時代に見合った業務執行体制の確立とあわせ、一体的な検討・協議を行っていくことが何よりも重要であり、地公法57条や市条例に規定されている「単純労務」規定問題が現場実態と乖離している状況を具に分析・検証し、引き続き、技能職員の業務のあり方について、十分な意見交換を行うとともに、とりわけ現業管理体制がこれまで果たしてきた役割と実績を十分踏まえ、権限問題や裁量権の拡大に向け、現業管理体制協議会等の場において労使による十分な協議を行うよう強く要請しておく。
次に、行政職への任用替えについてであるが、市従は、この間、任用替えについては、単なる数字合わせの人事施策ではなく、技能職員の持つ「知識・技能・経験」が最大限活用され、現業職員・非現業職員の枠を超えた「質の高い公共サービス」の提供に向けた任用替えであるべきと一貫して主張してきた。
とりわけ、今回の事業所における新たな転任制度としての事業担当主事は、現業管理体制との連携のもと、一体的・総合的な事業所運営を担う新たな専門職種としての事業担当主事であるとの市側の認識を７月の団体交渉において確認してきたところである。
今回の転任については、事業担当主事補への職種変更選考133人、一般事務職への転任選考178人の申し込み状況となっている。
既に過日、５所属の技能職員を対象として、事業担当主事補への職種変更選考試験の第一次試験が行われてきたところであるが、市側として今後の事業担当主事への転任選考試験における対象所属の考え方とあわせて、任用替えのあり方について、考え方を示されたい。
また、事業担当主事の今後の昇格・昇任の課題とりわけ、行政職３級昇格の受験対象となるための所属推薦のあり方の検討についても考え方を示されたい。
次に、業務実態に基づく適正な要員配置についてであるが、これまでの「市政改革マニフェスト」や計画性のない「事務事業の見直し廃止」等によって、この数年来、数字合わせの安易な対応が行われ、連年にわたって流動化が生じ、組合員は配置転換等を余儀なくされてきた。
こうした対応は、これまで組合員が現業職場活性化運動に取り組み、各現場で培ってきた「知識・技能・経験」を活かすことができないばかりか、仕事に対する勤労意欲の喪失感に繋がるとともに職場での閉塞感にも苛まれるものであり、流動化による安易な配置転換は看過できるものではない。
組合員が大阪市に働く職員として自覚と責任、誇りを持って働けるよう配置にあたっては、市側責任において組合員の意向を十分反映できる適正な要員配置となるよう強く求めておく。
市従組合員が培ってきた「技術・技能・経験」は、組合員が各現場で切磋琢磨し、時代の移り変わりとともに粒粒辛苦によって築いてきた「財産」である。
こうした現場の取り組みを今後の市政運営に活かし「質の高い公共サービス」を提供していくためにも必要な「人財」の確保が急務であると考えている。
今後の大阪市における「新たな市政改革」を取り組むうえで、地域・市民・行政が一体となった地方分権時代に相応しい「地域主権確立」のための「業務実態に基づく適正な要員配置」の考え方について市側の考え方を質しておきたい。
次に、労働安全衛生体制の充実・強化であるが、社会情勢の変化に伴い、技能職員の業務も大きく変容しており、市民ニーズに的確に対応した業務を遂行するうえで、快適な職場環境を創造する労働安全衛生体制の充実・強化や組合員の安全と健康保持を確保する取り組みは重要であると認識している。
　その前提のもと、昨年の2009現業統一闘争において確認した内容の進捗状況も含めて、いくつかの点について指摘し、市側の誠意ある対応を要請しておく。
　まず、昨年の現業統一闘争で市側より回答されたヒヤリ・ハットについてであるが、引き続き公務災害の未然防止の観点に立って、事例の報告と分析、情報の共有化など積極的な取り組みを進めることを要請するとともに各所属における安全管理の手順書等の遵守と再点検についての進捗状況について明らかにされたい。
市従は、この間の現業業務を取り巻く状況の変化に伴い、労働安全衛生連絡会議を有効に活用し、所属の枠を超えた相互巡視の検討および労働安全衛生連絡会議の充実・強化の観点に立った、枠の拡大について市側の対応を求めておく。
　現在、心の健康づくり対策として、「心の健康づくり指針」に基づいた取り組みが進められているが、いまだ休職等の事例が増加傾向にあることから、この間実施されているセルフケア・ラインケア研修に加え、階層別研修の内容充実に向け、協議・検討を図るよう要請する。一方、定期健康診断の受診結果に応じた保健指導についてであるが、所属によっては指導の必要な職員が受診できない実態が見受けられる。市従として、組合員の健康保持を確保する取り組みは極めて重要であり、早急に環境整備について、整えることを要請する。さらに、ここ数年来の異常気象により、夏場における熱中症対策は喫緊の課題といえ、市従組合員の多くが炎天下における業務に携わっている現状において、市側の積極的な対応を求めておく。
市　側
ただ今、「技能職員にかかる勤務労働条件等について」の交渉申入れとして、現業統一闘争に関する要求書を受けたところである。
　まず、はじめに現業職員の皆様が、今日まで地域コミュニティサービスの担い手として、本市における様々な分野の業務において、市政の円滑な運営のために果たしてこられた役割と実績については、十分認識しているところであり感謝申し上げる。
　次に本市状況についてであるが、本年２月に公表された「中期的な財政収支概算」において、平成22年度予算ベースで、平成30年度までの収支概算を試算したところ、今後も市税収入の大幅な回復が見込めない中、地方交付税等の確保に努めたとしても、このままでは、平成24年度には収支不足となり、平成30年度には累積収支不足額が約2,700億円となる見通しとなっており、今後単年度で約300億円の収支改善が求められる危機的な財政状況となっている。
　また、平成21年度普通会計決算見込額では、市税収入が減少するなか、引き続き市政改革に取り組み、とりわけ人件費においては、新規職員の採用凍結などにより10年連続の減少となるなど歳出削減につとめたものの、地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標である経常収支比率は前年比で１ポイント悪化し、100.2%と高水準となっており、本市を取り巻く状況は以前にも増して一層厳しいものとなっている。
　こうした状況の中、申し入れのあった事項について回答申し上げる。
まず、初めに所属間人事交流については、効果的な人材育成と一層の職場の活性化に繋がるものとなるよう、庁内公募のあり方を含め、具体的に検討してまいりたい。
次に、今後の事業担当主事の考え方と任用替えについてであるが、去る９月26日、従前の転任選考試験に加えて、今年度より新たに事業担当主事補職種変更試験の第１次試験を実施したところである。今後、第２次試験を経て合格者は行政職への任用替え及び事業担当主事補への職種変更をそれぞれ平成23年４月１日付けで行う予定である。とりわけ事業担当主事補は、その後２年間の研修・ＯＪＴを実施し、人事委員会の選考を経て事業担当主事への転任を行う予定である。この制度は来年度以降も継続して実施してまいるが、転任選考試験については受験資格を有する35歳以下の受験対象者は年々減少していることもあり、事業担当主事補への職種変更選考については、対象所属の拡大など、更なる転任制度の拡充にむけ検討を進めてまいりたい。
また、事業担当主事の今後の昇格・昇任の課題とりわけ行政職３級昇格についてであるが、本市としても今後の課題として認識しており、関係先とも協議の上、ご指摘の点を踏まえ積極的に検討してまいりたい。
次に「地域主権確立」のための「業務実態に基づく適正な要員配置の考え方」についてであるが、業務実態に応じて適正に要員配置を行うことは、職制が主体性をもって判断すべき管理運営事項と考えている。現在、「地域から市政を変える」という理念のもと、（仮称）「新しい大阪市をつくる市政改革基本方針（素案）」の取りまとめに向けた検討を進めているところである。
「基本方針（素案）」に基づき施策を進めていく上で、これまでの地域・市民との関係性をより一層強めていくことが重要であり、これからの事業所・技能職員の果たすべき役割、「現業職場事業所等連絡会議」を活用した区役所・事業所との連携強化を含めて、市政改革の新たな考え方である「地域から市政を変える」という取り組みに繋がるように推進していかなければならないと考えており、本年５月に設置した、「技能職員の今後の業務のあり方に関する意見交換会」の活用も図りながら、技能職員がこれまで培ってきた知識・技能・経験を有効に市政へ活かしていくという視点からも、引き続き市従本部の皆様と十分な意見交換を行ってまいりたい。
今後、こうしたことを踏まえながら、具体の業務執行体制の構築を職制責任のもと行って参る所存である。その上で、各所属の方針が決定し、将来、勤務労働条件の変更が生じることが想定される場合については意見交換を行い、また、具体に勤務労働条件の変更が生じる場合には十分な交渉・協議が必要であると認識しており、総務局として具体の交渉については各所属に委任してまいりたい。
また、今後、全市的な対応の必要が生じた場合には、総務局－本部間において交渉を行うなど、これまでの考え方に基づき対処してまいる所存であるので、よろしくお願い申し上げる。
　次に、労働安全衛生についてであるが、職員の安全衛生対策を適切に講じることは、公務災害の未然防止の観点からも非常に重要であり、ひいては市政の円滑な推進にも寄与するものである。本市においては、安全管理業務の一層の充実を図るため、平成19年度より本市の安全衛生管理の一環として労働安全コンサルタントを設置し、各事業所の作業巡視、安全診断、指導及び相談等を行ってきたところである。
　当該安全診断の結果については、巡視した事業所において講評を行うとともに、その内容について該当所属及び労働安全衛生連絡会議に報告するなど情報の共有化を図っている。安全診断は、安全意識の高揚と安全衛生委員会の活性化に非常に有効であることから、今年度についても引き続き実施しており、また、昨年度より実施している所属内における事業所間の相互巡視については、安全衛生にかかる改善事例や取り組み状況を把握し、各職場での活用が有効と見込まれることから引き続き実施してまいりたい。相互巡視の結果に基づく検証や所属間の相互巡視、並びに労働安全衛生連絡会議の有効活用に向けた具体の方策についても、今後、検討してまいりたい。
　次に災害防止策についてであるが、再発防止の観点から災害状況の把握や原因の究明は不可欠と考える。昨年度より実施しているヒヤリ・ハット報告の取組みについては、職員の安全意識の向上や災害発生の未然防止に有効であることから、今後も引き続き実施してまいるとともに、昨年度より各所属に対し、安全管理の手順書等作成および遵守についての周知徹底を要請している。また、今年度、熱中症対策についての積極的周知を図ったが、今後も必要に応じて災害発生の未然防止に向け取り組んでまいりたい。
　こころの健康管理については、現在、職員の相談事業、職員への教育・研修、職員の相談事業における相談窓口の周知徹底を図るなどの啓発活動をはじめ、休職者の復職支援策等を実施しているところである。また、こころの健康の保持増進に向け、平成18年度よりメンタルヘルス対策として研修を実施してまいったが、精神及び行動の疾患による休職者数が年々増加傾向をたどっている状況を踏まえ、各職場における早期の適切な対応が重要視されることから、今後の方策として管理監督者に対するラインケア研修の強化を含めて、具体の取組みを検討してまいりたい。
　次に、職員のからだの健康保持に備え、定期健康診断の受診結果に基づく保健指導を実施しているが、効果的な対応について、職場実態と照らしながら、各所属安全衛生委員会で検討を促すとともに、今後とも各事業の実施状況等を検証しながら、引き続き取り組んでまいりたい。
組　合
ただ今、総務局長より、市従の要求項目に対する現時点での考え方が示されるとともに、大阪市の財政状況に触れられたところであるが、大阪市が置かれている財政問題については、今日的な問題ではなく、1990年代からの懸案事項であり、「中期的な財政収支概算」で示されている危機的な財政状況や2009年度普通会計決算見込み額における市税収入の減少に伴う対応など、大阪市がおかれている厳しい状況については一定認識しているところである。
しかしながら、こうした状況とともに、「市政改革マニフェスト」に基づく採用凍結や「経費削減の取組」における人件費削減による勤務労働条件が低下する状況の中で、市従組合員は、各現場で市政運営を支えるために日々現場で創意工夫をしつつ、市民サービスの低下を来すことなく円滑な業務を遂行してきているところである。
市側として、こうした現場の努力を十分、認識すべきであると考える。
そのうえで、ただ今総務局長より示された考え方に対して再度、指摘なり要請をしておきたい。
行政職への任用替えについて、今後、事業担当主事の範囲拡大の考え方が示されたところであるが、事業担当主事への転任はこれまでの一般事務職への転任とは異なる制度であり、事業所における地域公共サービス事業の企画・立案、管理・監督業務など現業管理体制との十分な連携を必要とする「専門職種」であり、事業担当主事補期間を含めた都度の検証とともに新たな市政改革の整合性について十分に分析・検討していく必要があると考える。今後、引き続き労使による意見交換を行うよう求めておきたい。
さらに、事業担当主事の今後の昇格・昇任の課題とりわけ、行政職３級昇格にかかる考え方が示され、今後の課題としての認識のもと、関係先とも協議の上、積極的に検討していくとのことであり、今後、十分な検討を行うよう強く要請しておく。
次に、業務実態に基づく適正な要員配置について、職制が主体性を持って判断すべき管理運営事項とされ、今後の新たな市政改革における「地域から市政を変える」という理念のもと、（仮称）「新しい大阪市をつくる市政改革基本方針（素案）」のとりまとめに向けた検討について触れられ、今後の技能職員の業務のあり方に関する意見交換を労使で行うとのことである。繰り返しになるが、円滑な市政運営は、現場組合員の努力によって成し得ているものであり、決して職制による判断だけで多種・多様化する市民要望に応え得るものではないと考えるところであり、そのことを十分に認識したうえで適正な要員配置の検討を行うよう強く要請しておきたい。
また、今後、具体の「業務実態に基づく適正な要員配置」にかかる交渉・協議については各事業に精通している支部－所属間協議に委任することとするが、各支部－所属で交渉する際、業務執行体制の構築にかかる各所属での方針決定過程から十分な意見交換を行い、意思疎通を図ることが重要であると考える。再度、市側の認識を質すとともに具体の交渉については支部－所属間協議に委任することを確認しておく。
次に、職場における「労働安全衛生体制」の充実に向けた進捗状況と労働安全衛生連絡会議の取り組み状況について、また、所属間の相互巡視と労働安全衛生連絡会議の有効活用に向け、検討していくとの回答が示された。さらに災害防止策について、熱中症対策も含めて回答が示されたが、今夏における各所属の実態把握に努め、データ提示が示せるよう重ねて、要請しておく。また、メンタルヘルス対策の方策として管理監督者に対するラインケア研修を強化する考え方が示されたが、具体内容については十分な協議・検討を図るよう求めておく。
　なお、職場の安全対策については、「労働安全衛生連絡会議」や「大阪市職員安全衛生常任委員会」での議論が必要不可欠であり、今後も具体協議の場として有効活用していくよう求めておく。
　市従としても、強い決意を持って労働安全衛生に取り組むものであり、引き続き職場労働安全衛生の充実・強化に向けた具体の取り組みを進めるよう要請しておく。
私たち市従は、日々の労働運動そのものが、現業闘争であると認識しており、本日申し入れた16項目の要求に対して、市側の基本的な姿勢と具体内容について、以降の事務折衝及び小委員会交渉、団体交渉、さらに意見交換等の場で誠意をもって十分な検討・協議を重ねていくことを確認しておきたい。
最後に、自治労は今、現業・公企統一闘争を自治労全体の産別闘争の位置づけを確固たるものとし、10月29日を全国統一闘争基準日として闘うこととしている。
このことは、全国の自治体現業労働者として市民のための「質の高い公共サービスの提供」と「職の確立」を図り、社会的に必要とされる現業職場の直営堅持に向けた決意の表れであり、その全国現業の牽引的役割を担っている市従の役割は大きく、市側として今後、誠意をもって回答されるよう改めて強く要請しておく。
　なお、誠意ある回答が示されない場合は、ストライキを配置して闘う決意であることを表明しておく。
市　側
ただいま、委員長から指摘及び要請があったところである。
　はじめに、所属－支部間における業務執行体制の構築にかかる意見交換については、とりわけ勤務労働条件に影響があると想定される場合、その後の交渉を進めるうえで非常に重要であると認識しており、本日以降、各所属へ交渉委任する際には、指摘のあった趣旨を十分踏まえ対処してまいりたい。
　次に、職場労働安全衛生の充実・強化に向けた具体の取組みについては、現行の「労働安全衛生管理体制協議会」の場で具体協議を図ってまいりたい。
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